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新社長のごあいさつ

 代表取締役社長　内藤 宏治
出  身  地 東京都世田谷区
略　　歴 1986年 4月 ウシオ電機入社 海外営業部所属
 1988年 8月 国際大学 留学
 1992年 6月 ウシオヨーロッパ
 1997年 4月 ウシオヨーロッパ 副社長
 2000年 4月 ウシオ電機 帰任
 2014年10月 光源事業部 副事業部長（執行役員）
 2015年 4月 光源事業部 事業部長（上級執行役員）
 2019年 4月 執行役員社長
     　 6月 代表取締役社長

PROFILE

社員とともに、ウシオグループのさらなる発展に向け
全力を尽くしてまいります。
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株主の皆様には、日頃よりひとかたならぬご支援を賜りまして、誠にありがとうございます。
このたび、代表取締役社長に就任した内藤宏治です。
私は、1986年にウシオ電機に入社し、欧州赴任をはじめ海外事業に長く携わってまいりました。その

後、ウシオの創業事業であり、今日の基盤事業でもある光源事業の責任者として、IT・ロボット化による
ランプの収益性向上や、LED・レーザーを有するグループ間での光源事業統合を推進してまいりました。
社長就任に際して、これまでの経験を活かし、ウシオグループのさらなる発展に向け全力を尽くして

まいりますので、ご指導・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2019年4月1日に社長に就任した内藤宏治に、事業戦略や将来への抱負などについて話を聞きました。

Q. �新社長となり、目指している経営について教え
てください。

内藤　2017年より、ウシオグループは中期経営計
画のもと、「リスクをとる覚悟とスピードへの意識」を
もってさまざまな改革を推し進めてまいりました。最
終年度となる今期、それらの取り組みを結実させる
ためには、グループの社員一人ひとりがベクトルをあ
わせ、それぞれの役割に応じて力を発揮する必要が

あり、その結果として、中期経営計画の達成があると
考えています。
これはまさに「会社の繁栄と社員一人ひとりの人生
の充実を一致させること」というウシオの企業理念そ
のものであり、私の信条でもあります。社員が自己
の力を最大限発揮できる環境を整え、それらを結果
に結びつけるマネジメントを実践することで、さらな
る成長を目指していきます。

I N T E R V I E W

代表取締役社長
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新社長のごあいさつ

Q. �2019年3月期は、前期から減収減益決算とな
りました。どのように評価していますか。また、

2020年3月期の業績予想を中期経営計画（以下、中
期計画）から下方修正した理由をお聞かせください。

内藤　2019年3月期は、売上高1,651億円（前期比
4.8%減）、営業利益85億円（前期比16.1%減）、親会
社株主に帰属する当期純利益113億円（前期比2.9%
増）という結果でした。
現中期計画では、2019年3月期の業績予想は営業
利益125億円でしたが、これを2019年1月に85億円
へ下方修正しました。結果、修正後の営業利益は達
成したものの、当初の予想に対しては約40億円の未
達となりました。その主な理由は、スマートフォンの
需要減により光学装置やUVランプの需要が減少した
こと、固体光源化の加速によりデータプロジェクター
用ランプの需要が想定より早く減少したこと、さらに、
映像装置では新製品の市場要求未達により売上が計
画を下回ったことの3つがあげられます。特に映像装
置に関しては、お客様へ満足のいく製品をお届けでき
なかったことは、大きな反省点です。この事態を早急
に解決するため、組織改革を進めています。

2020年3月期の業績予想は、売上高1,700億円（前
期比2.9%増）、営業利益100億円（前期比17.4%増）
としました。現中期計画で公表していた営業利益150
億円の達成は、その進捗に課題があり、厳しいと判断
しました。

一方で、5GやIoTの進展やディスプレイの狭額縁
化、電子デバイスの需要増などにより、光学装置を
取り巻く事業環境は好調を維持していくこと、映像装
置が構造改革により収益性は改善していることなどか
ら、前期比ではプラスを見込んでいます。

Q. �2019年4月から、2017年5月に発表した中期
計画の最終年度を迎えました。新しい中期計画

を発表せずに、現在の中期計画を継続される理由を
お聞かせください。 

内藤　現在の中期計画の立案時より、 「収益性が低迷
し、資産効率が悪化」していること、および 「今後の成
長ドライバーが不足」していることは課題として引き続
き強く認識しています。これに対し、「既存事業の収益
性の維持・改善」と「新たな成長機会の追求」を重点施
策とすることに変更はありません。
しかし、その重点施策はよりスピーディーに進捗さ
せなければなりません。中期計画の最終年度となる
今期は、基盤事業の再強化を進めるとともに新規事

2020.3
中期計画3年目

2019.3
中期計画2年目

2018.3
中期計画1年目

10085101

150
125

100

2017.3

86

■当初計画
■実績（2020.3は計画）

営業利益
△39億円

営業利益
△50億円

4



業創出とのバランスをとり、限界点を見極めながらリ
ソースの最適な配分を進めることで、利益の最大化を
図ります。

Q. �最適なリソースの配分ということですが、どのよ
うな再配分をされるのでしょうか。

内藤　長く光源事業に携わってきた経験から、ラン
プは、データプロジェクター用ランプやシネマ用ラン
プなどの縮小するビジネス領域がある一方で、例え
ば、露光用UVランプや半導体光加熱市場など、成長
の余地のある領域があると確信しています。ここにグ
ループリソースを適正に配分していく考えです。また
光源事業を基盤事業として維持するために、2019年
1月31日に公表したとおり、2020年4月1日付けで、
LEDや半導体レーザーを扱っているウシオオプトセミ
コンダクター（以下、UOS）をウシオ電機へ吸収合併し
ます。ウシオ電機とUOSのリソースを集約し、ランプ
で培ったノウハウや事業基盤を固体光源で有効に活
用することに加え、ランプだけでは実現できなかった
LEDやレーザーだから実現できるソリューションをお
客様に提供することが狙いです。
また、装置事業における光学装置では、取り巻く環
境は好調で今後も需要の増加を見込んでいます。こ
の需要の増加を確実に取り込むために、光学装置の
生産増強を進めています。
さらに、新規事業として、マスク検査用EUV光源の

芽が出始め、事業としての出発点に立ちました。これ
を次の基盤事業とすべく、リソースを集中し、着実に
事業拡大につなげていきます。その他の新規事業へ
の取り組みについては、成長性や市場を見極め、優先
順位や投資判断を明確にした後、リソースを配分して
まいります。

Q. �これまでの経営戦略から何か変化があるので
しょうか。M&A戦略についての考えについても
聞かせてください。

内藤　この1年間は、現中期計画を継承し、大きな
方針変更は行いません。光源事業ではランプに、装
置事業では光学装置に、新規事業ではマスク検査用
EUV光源や固体光源に重点を置き、即効性のある収
益改善策を実行します。一方、映像装置については、
構造改革を遂行し収益性の改善を進めます。
また、M&Aに関しては、事業成長には欠かせない
手段のひとつであると認識しています。注力すべき事
業領域を特定し、その領域の拡大に寄与し、かつシナ
ジーを生み出すM&Aを積極的に実施してまいります。
なお、次回の中期計画は、2020年の5月に発表す

る予定です。それに向けて、ウシオの目指すべき姿や
方向性の議論をすでに開始しており、ウシオグループ
のコアバリューや注力すべき市場・事業領域、そして
それらに基づく成長戦略を、しっかりと、分かりやすく
お伝えしてまいります。
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USHIO NOW! ウシオ電機の今

1,651億円

85億円

業績ハイライト （2018年4月1日～2019年3月31日）

売上高

営業
利益

40.7%

光源事業

57.3%

装置事業

2.0%

その他

売上高構成比

本資料では、切捨てによる億円単位で表記しています。

1964年に産業用光源メーカーとしてスタートしたウシオは、新光源の開発、独自の光学技術の開発・応用に努め、
ユニットや装置、システム、さらには光のソリューションを提供する「光創造企業」へと発展してきました。その光技術は、
「あかり」の領域だけでなく、産業や科学技術の先端分野で「エネルギー」として幅広く利用され、数多くの「世界シェア

No. 1」製品を誕生させるとともに、今日では、バイオや農業、医療、環境をはじめとした、新しいビジネスフィールドを
開拓しています。

Visual Imaging
デジタルシネマ／3D、プロジェクション・マッピング、
バーチャルリアリティー（VR）／シミュレーション、監視／
制御用映像表示システム、プロジェクター用光源、
一般／商業施設用照明、景観照明・演出、ステージ／
スタジオ照明・演出、オフィス・ドキュメント用光源など

Life Science
医療、自然環境、農業、海洋／漁業、セキュリティー、エネルギー、宇宙開発など

Electronics
半導体、フラットパネル、精密機器、電子部品、光化学、印刷、産業機器など

ウシオとは

ウシオのマーケット
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［ 光源事業 ］［ 装置事業 ］
スマートフォンを中心とした電子
デバイス向け投影露光装置の販
売が増加したものの、映像装置
全体で販売が伸び悩み、減収と
なりました。

シネマ用ランプ、データプロジェ
クター用ランプ、OA用ランプな
どの需要の減少から減収減益と
なりました。

［ その他 ］
食品関連機械において前期の大
型案件の減少により、減収となり
ました。

※ 外部顧客への売上高を記載しています。

前期    当期 前期    当期 前期    当期

33億円34億円

1億円1億円

売上高※ 946億円976億円 671億円724億円
セグメント
利益 △3億円△5億円 83億円104億円

グループ会社

欧州

日本
北米

アジア

▪USHIO EUROPE B.V. 
▪BLV Licht- und Vakuumtechnik GmbH

他7社

▪本社

▪ウシオライティング株式会社
▪株式会社ジーベックス
▪株式会社アドテックエンジニアリング
▪ウシオオプトセミコンダクター株式会社

　 他7社　

▪USHIO HONG KONG LTD.
▪USHIO TAIWAN, INC.
▪USHIO PHILIPPINES, INC.
▪USHIO (SUZHOU) CO., LTD.
▪USHIO ASIA PACIFIC PTE LTD.
▪USHIO KOREA, INC.
▪USHIO SHANGHAI, INC.
▪USHIO SHENZHEN, INC.

他14社

▪USHIO AMERICA, INC.
▪CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS USA, INC.
▪CHRISTIE DIGITAL SYSTEMS CANADA, INC.

他12社
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株主還元について

■ 配当金（円）／　  連結配当性向（%）

2020.32019.32018.32017.32016.32015.3 （計画）

24 26 26

27.8 50

56.3

30.3

26

30.2

47.2

50

53.1

■株主還元強化策の具体的な内容

1株当たり配当金 年間26円（前年度実績）→年間50円に増配

自己株式取得 上限100億円（800万株）
2018年12月21日～2019年12月20日

自己株式消却

発行済株式総数の５％を目途に、上回る
自己株式については毎年消却
（2019年2月8日付での6,000,000株の
消却を実施済）

2017年5月に公表した中期経営計画（2018年3月期～2020

年3月期）において、株主還元については「安定的・継続的な利
益還元」を基本方針といたしました。また、自己株式の取得に
ついては「株価水準を考慮し、機動的に実施する」としています。
この方針の下、取締役会では継続的に議論を重ねてまいり 

ました。当中期経営計画の2年間の業績動向、および今後の 

成長機会を精査した結果、事業拡大による株主の皆様への十
分なリターンが短期的にできないこと、および大規模投資は 

当面生じないという判断から、2018年12月および2019年 

1月に株主還元の強化策を発表いたしました。この結果、
2019年3月期の連結配当性向は56.3％、連結純資産配当率
は3.0％となりました。

ウシオグループは、株主の皆様に対する利益還元が企業と
して最重要課題の一つであることを常に認識し、財務体質と経
営基盤の強化を図るとともに、株主の皆様に対し安定的・継続

的な利益還元を行うことを基本方針としています。今後も事
業への投資を優先する方針を継続し、事業利益の創出につと
めると同時に、資本効率の向上に取り組んでまいります。

株主価値の向上に向けた株主還元策の強化

株主還元方針（見直し後）
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社会とともに
社会トピックス

「光×映像×音響」でワクワク、ドキドキをお届け。
ウシオ電機の100%子会社であるウシオエンターテイ
ンメントホールディングス（以下、UEH）は、照明、音響、
映像のプロフェッショナル集団として、これまでさまざま
な商業施設やテーマパーク、アミューズメント施設で“魅
せる空間演出”を行ってきました。そして2018年からは、
プロの女子バレーボールチーム「ヴィクトリーナ姫路」*
とスポンサー契約を締結し、オフィシャル・ライティング
パートナーとして、映像や音響、照明を駆使してホーム
ゲームの試合会場を盛り上げています。
ヴィクトリーナ姫路は、ウシオ創業の地である兵庫
県姫路市を本拠地に活動しており、今期から日本バ
レーボールリーグ機構のトップリーグであるV.LEAGUE 

DIVISION1に昇格。UEHは、「姫路から世界へ」をスロー
ガンに掲げて世界を目指す同チームへの支援をとおし
て、姫路市の地域活性化や、新たなスポーツ観戦の魅力
を創出し、ともに世界へと羽ばたいていきます。
これからも、チームの熱いプレーとUEHの演出の相乗
効果で、観客の皆さんをワクワク、ドキドキさせたい。ス
ポーツ観戦も、ウシオの光でもっとおもしろくします。

* 2016年3月に設立。同年6月、ロンドンオリンピックの銅メダリスト
で、身長159cmと小柄ながら“世界最強セッター”として知られた、
元全日本代表主将の竹下佳江氏を監督として招聘。同年11月に
は、姫路市出身で元全日本女子代表監督を約8年も務めた眞鍋政
義氏をジェネラルマネージャーとして迎え、積極的にチーム強化に
取り組んでいる。

ヴィクトリーナ姫路 ライティングショー
（YouTube動画がご覧いただけます）
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事業の概況

エレクトロ二クス分野
●半導体・電子部品関連市場
・  IoTや5G、車載の進展により各種電子デ
バイス向け需要は堅調
・  スマートフォンの小型化・高機能化に向けた
電子デバイス需要は堅調
・  M-SAP関連の需要は一服感あり

●FPD関連市場
・  中小型パネルは、液晶からOLEDへ移行も
一服感あり
・  大型パネルは、液晶を中心に設備投資需要
増加

ビジュアルイメージング分野
●シネマ分野
・  中国で映画館の新設が続くも、全世界の年
間新設数は鈍化傾向
・  中国市場では、新設映画館の半数以上が
固体光源タイプのプロジェクターを採用
・  シネマプロジェクターの光源部分の置き換
えが継続（ランプ→固体光源）

●一般映像分野
・  エンターテインメント向けで映像ニーズは
堅調

●データプロジェクター分野
・  市場における高輝度プロジェクターに採用
される固体光源の割合増加

装置事業事業環境

光源事業

放電ランプ／LED・LD
● 半導体、FPD、電子部品製造装置
用光源
● シネマプロジェクター用、デー
タプロジェクター用、OA機器
用、照明用および産業用光源

ハロゲンランプ
●  OA機器
●  照明（商業施設、舞台・スタジ
オ、特殊照明など）
●  産業用ヒーターランプ

映像装置
● デジタルシネマプロジェクター
（DCP）
● 一般映像用デジタルプロジェク
ター、コントロールルーム、シミュ
レーター、デジタルサイネージ、
バーチャルリアリティーシステム、
プロジェクション・マッピング

光学装置
● 半導体、フラットパネルディス
プレイ（FPD）、電子部品製造用
各種光学装置（露光装置、光洗
浄ユニット、光硬化装置など）
●紫外線治療器など医療機器
●マスク検査用EUV光源

10



シネマ分野では中国で映画館の新設が続くも、全世界の年間新設数
は鈍化しています。市場ニーズに対応した高付加価値な固体光源（RGB
レーザー）を搭載した新規DCPは、一部市場における要求未達が生じた
ことにより販売台数は計画を下回りました。
スマートフォンに搭載する電子デバイスの小型化、および高機能化
などを背景に、電子デバイス向け投影露光装置の販売は増加しました。 
一方で、UV装置では、一部のスマートフォン減産による影響を受けて 
M-SAP向け設備投資の抑制が見られ、直描式露光装置の販売が減少し
ました。以上より、装置事業全体の売上高は減少しました。

映像装置では、DCPの総出荷台数は減少する見
込みですが、高付加価値なRGBレーザープロジェク
ターの販売割合を増やすことにより収益を拡大させ
る見込みです。また、光学装置はエレクトロニクス分
野を取り巻く事業環境が好調であることから、最先
端ICパッケージ基板やフレキシブル基板、半導体・電
子部品向けの各種露光装置は堅調に推移すると見込
んでいます。

（億円）
売上高 2017年

3月期
2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期（計画）

映像装置 670 627 569 590
光学装置 285 330 353 400
照明装置他  20  17  23  20

露光用UVランプについては、有機ELディスプレイ関連の需要に一服
感が見られたものの、大型液晶ディスプレイの設備投資拡大による需
要増加により売上は増加しました。一方、シネマプロジェクター用クセ
ノンランプについては、中国を中心としたプロジェクターの固体光源化
による需要の減少や、単価下落の影響が出ています。また、データプロ
ジェクター用ランプについては前期にあった特定ユーザー向けの販売
がなかったこと、および固体光源化の影響により大きく販売が減少しま
した。以上より、光源事業全体の売上高は減少しました。

放電ランプでは、引き続きシネマプロジェクター用ラ
ンプやデータプロジェクター用ランプは減少する見込み
です。また、半導体やFPDの一部で設備投資抑制が継続
し需要は低調に推移する懸念があることから、露光用UV
ランプも低調に推移する見込みです。一方で、固体光源
はプロジェクター、および印刷用途での販売に加え、セ
ンシングや計測分野で増加すると見込んでいます。
ハロゲンランプでは、OA用途の需要が減少傾向に
あるものの、環境対応の高付加価値ランプ投入により
売上は横ばいで推移すると見込んでいます。

（億円）
売上高 2017年

3月期
2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期（計画）

放電ランプ 597 599 558 540
ハロゲンランプ 121 124 113 115

▶当期の業績

▶当期の業績

▶今後の見通し

▶今後の見通し

※外部顧客への売上高を記載しています。

売上高※（億円）

2019.3 2020.3　（計画）2018.32017.3

946 1,010976 976
セグメント利益（億円）

2019.32018.32017.3

△3

0.7

△5

売上高※（億円）

2019.3 2020.3　（計画）2018.32017.3

671 655719 724

セグメント利益（億円）

2019.32018.32017.3

8381
104
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1,6511,734 1,700

2020.3
（予想）

2019.32018.3

85
101 100

2020.3
（予想）

2019.32018.3

114120 120

2020.3
（予想）

2019.32018.3

113110 115

2020.3
（予想）

2019.32018.3

1,6511,734 1,700

2020.3
（予想）

2019.32018.3

85
101 100

2020.3
（予想）

2019.32018.3

114120 120

2020.3
（予想）

2019.32018.3

113110 115

2020.3
（予想）

2019.32018.3

決算の状況

前 期 比

前 期 比

前 期 比

前 期 比

■ 売上高

■ 経常利益

決算情報の詳細は当社ホームページに掲載しています。
http://www.ushio.co.jp/jp/ir/

■ 営業利益

■ 親会社株主に帰属する当期純利益

△4.8%

△5.1%

△16.1%

+2.9%

売上高・利益の推移 （億円）
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3,053 3,066

固定資産
1,203 1,065

2,001流動資産
1,849

3,053 3,066

純資産
2,153 2,132

238

695
固定負債
358

流動負債
541

2019.32018.3 2019.32018.3 現金及び
現金同等物の
期首残高

現金及び
現金同等物の
期末残高

営業活動に
よる

キャッシュ・
フロー

660
746

投資活動に
よる

キャッシュ・
フロー

財務活動に
よる

キャッシュ・
フロー

88

27 △39

現金及び
現金同等物に
係る換算差額

9

2019年3月期の当社連結業績は減収減益になりました。映像装置
で売上が伸び悩んだこと、光源事業のプロジェクター分野で固体光
源化によりランプ需要が減速したことなどが要因です。一方、映像
事業のコスト構造改革、半導体向け光学装置の標準化によるコスト
削減など、重要課題として取り組んできた施策は着実に進んでおり
ます。

2020年3月期の営業利益予想は100億円と、2017年に公表した中期
経営計画3年目の目標である営業利益150億円には届かない見通しで
すが、ウシオが再び持続成長する初年度と位置づけ、2020年5月発表
予定の新中期計画における確実な成長を実現するために、利益を生み
出す力を蓄える施策を実行します。露光用ランプ、光加熱、露光装置な
どウシオの基盤事業の再強化を図ると同時に、EUV事業や固体光源な
ど芽が出始めた新規事業の確実な推進を図ります。また、事業の取捨

選択・リソース集中投下により次期新規コア事業を創出してまいります。
当社は、2018年12月、資本効率の向上のために上限100億円の

自己株式取得を発表いたしました。また、2019年1月には将来の株
式の希薄化懸念を払拭するために自己株式の保有の上限を発行済
み株式総数の5%目処とし、その部分を上回る自己株式について毎
年消却していくこと、およびさらなる株主価値の向上に向けた株主
還元策の強化のため期末配当を50円に引き上げることを発表いたし
ました。2020年3月期期末配当予想も増配後の
水準である50円据え置きとしております。
今後も引き続き安定かつ持続的な利益還元

を目指し、持続的利益創出と資本効率の向上に
取り組んでまいります。

上級執行役員 経営統括本部長　朝日 崇文

財務担当役員からの メッセージ

■ 資産の部 ■ キャッシュ・フロー■ 負債・純資産の部

貸借対照表、キャッシュ・フロー（億円）
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株主さまとともに

発行済株式総数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  133,628,721株

株主数  . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .  10,718名

大株主の状況（200万株以上）

株主名 株式数 
（千株）

持株比率
（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,658 8.43

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）RE SILCHESTER INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST 6,798 5.38

株式会社りそな銀行 6,319 5.00

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス 
エグゼンプテド ペンション ファンズ 5,726 4.53

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,058 4.00

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 4,274 3.38

株式会社三菱UFJ銀行 4,248 3.36

朝日生命保険相互会社 3,305 2.61

牛尾　治朗 2,636 2.08

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001 2,583 2.04

NORTHERN TRUST CO. （AVFC）  RE SSD00 2,515 1.99

公益財団法人ウシオ財団 2,400 1.89

ノーザン トラスト カンパニー （エイブイエフシー） アカウント ノン トリーテイー 2,387 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 2,279 1.80

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505103 2,230 1.76

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 2,044 1.61

※上記のほか、自己株式が7,288千株あります。なお、自己株式7,288千株には、役員向
け株式報酬信託制度に係る信託が所有する当社株式352千株を含んでおりません。

※持株比率は、自己株式7,288千株を控除して計算しております。
※大株主上位に記載されている各信託銀行は、主に国内機関投資家が保有する有価証券
の管理事務を行っており、当該機関投資家の株式名義人となっているものです。また信
託口とは、当該機関投資家から年金信託、投資信託、特定金銭信託等の信託を受けて
いる口座を指します。

株価の動き／株式売買高

株式の分布状況
証券会社 1.4%

外国人
39.3%

金融機関
36.4%

自己株式 5.5%

その他国内法人
8.4%

個人・その他
9.0%

1,750
（円） （千株）

（年/月）19/1107418/110717/4

1,500

1,250

1,000

750

500

21,000

18,000

15,000

12,000

9,000

6,000

3,000

0

250

0

株式の状況 （2019年3月31日現在）
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証券コード 6925 株主名簿管理人
および特別口座
管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日

定時株主総会　毎年3月31日
期末配当　　　毎年3月31日
その他必要があるときはあらかじめ公告いたし
ます。
なお、中間配当制度は採用しておりません。

〈郵便物送付先〉 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

1単元の株式数 100株

〈電話照会先〉 0120-782-031（フリーダイヤル）公告掲載URL
http://www.ushio.co.jp/kokoku
※ やむを得ない事由により上記URLにおいて公告すること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

各種お手続きに関するお問合せ先

お問合せの内容
一般口座

（証券会社の口座に記録された株式）
特別口座

（証券会社に口座のない株式）

・ 住所・氏名等の変更
・ 単元未満株式の買取請求
・ 配当金の受取方法の指定
・ 相続

お取引の証券会社
三井住友信託銀行

・ 一般口座への振替 ̶

・ 支払期間経過後の配当金 三井住友信託銀行

「配当金計算書」について
　配当金支払いの際に送付しております「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う
際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。ただし、株式数比例配分方式をご選択いただいている株主さまにつきましては、
源泉徴収税額の計算は証券会社などで行います。確定申告を行う際の添付資料につきましては、お取引のある証券会社などにご確認をお願い
いたします。
　なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主さまにつきましても、配当金のお支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいており
ます。確定申告をされる株主さまは、大切に保管ください。

株主メモ
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1906F①-11,160①

この印刷物は、環境に優しい用紙と、ベジタブルインキを
使用しています。

発行：   ウシオ電機株式会社 経営企画部
〒100-8150　東京都千代田区丸の内1-6-5
TEL: 03-5657-1007　FAX: 03-5657-1020

　  http://www.ushio.co.jp

公式facebook

Facebook “f ” Logo CMYK / .eps Facebook “f ” Logo CMYK / .eps

https://www.facebook.com/ushio.group/

オフィシャルWebサイトもご活用ください

投資家情報
社長メッセージや決算資料など、
さまざまな情報を掲載しています。

http://www.ushio.co.jp/jp/ir/

CSR・環境
環境保全、社会貢献、安全への
取り組みなど、さまざまな情報を
掲載しています。

http://www.ushio.co.jp/jp/csr/

会社概要

設立 1964年3月
資本金 19,556,326,316円

役員（2019年6月27日現在）
代表取締役会長 牛 尾　 治 朗
代表取締役社長 内 藤　 宏 治
取締役 川 村　 直 樹
取締役 牛 尾　 志 朗
取締役 神 山　 和 久
社外取締役 原　　　 良 也
社外取締役 金 丸　 恭 文
社外取締役 橘・フクシマ・咲江
社外取締役 佐 々 木 　 豊 成
取締役
（常勤監査等委員） 小 林　 敦 之
社外取締役
（監査等委員） 米 田　 正 典
社外取締役
（監査等委員） 山 口　 伸 淑

従業員数（2019年3月31日現在）
ウシオ電機本体 1,571名
国内グループ計 909名
海外グループ計 3,223名
合計 5,703名


